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予め長編連載の全体像を把握するために Ⅱ

Ⅰ．≪総括にかえて≫の核心部分

★Ⅱ．≪「菜園家族」未来社会構想と日本国憲法との内的連関≫

Ⅲ．≪総目次一覧≫

Ⅱ．≪「菜園家族」未来社会構想と日本国憲法との内的連関≫

（the original Japanese text）

戦後、わが国の歴代自民党政権は、こともあろうに、世界に誇る日本国憲法をなぜか一

貫して敵視し、勝手気ままになんのかのと口実をこねまわし、解釈改憲を執拗に繰り返し

ながら、既成事実を着々と積み重ね、今日に至っている。

これほど長期にわたる卑怯、悪辣な政治もなかったのではないか。

と同時に、これを許してきた国民の側の弱さにも、自戒の念を込めて、鋭い目を向けな

ければならない時に来ている。

戦後 80年が経ったまさに今、日本国憲法のこの不幸な歴史的軌跡の実態とその本質も、

長編連載「いのち輝く共生の大地 ―私たちがめざす未来社会―」の反照によってはじめて、

次第に明らかになっていくのではないか。

そして、その解決の道は、とどのつまり、日本国憲法の優れた条文を現実世界に根気よ

く具現化していくことに尽きるのである。

つまりそれは、こういうことになろう。

“生命系の未来社会論”具現化の道である「菜園家族」社会構想は、めざすべき未来社

会への全過程を通して、日本国憲法と首尾一貫して一体のものとして随伴し、さらには、

この憲法の各条項を個々バラバラなものとしてではなく、相互に内的に密接、有機的に連

関させ、作用させ合いながら、それぞれを高め合い、総体として、日本国憲法の理念を単

なる抽象レベルの空文に終わらせることなく、日々現実の日常生活の中で熟成させながら、

その内実をいっそう豊かなものにしていく。

こうした長期にわたる全過程を通してはじめて、日本国憲法の全条項は、究極において

現実社会に丸ごと生かされていくのである。やがて日本国憲法の理念は、国民の暮らしの

中に深く溶け込み、不可分一体のものになっていくにちがいない。

つまり、「菜園家族」社会構想は、日本国憲法を具現化の道へと着実に導ていく上で、積

極的かつ決定的な役割を果たしていくことになるであろう。

また、日本国憲法と私たちの暮らしとの不可分一体化を成し遂げていく過程は、同時に、

人間社会の生成・進化の原理が、大自然界の摂理とも言うべき「適応・調整」の原理（＝

「自己組織化」）に限りなく近づき、「労」「農」人格一体融合の抗市場免疫に優れた「菜園家

族」を基調とするＣＦＰ複合社会、そして素朴で精神性豊かな自然循環型共生社会（脱資本
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主義のＦＰ複合者社会）を経て、人間を抑圧の苦しみから最終的に解放し、自由・平等・友愛

のおおらかな「自然の世界」、つまり高次自然社会へと到達するプロセスでもあるのだ。
じ ねん

これこそが、草の根の民衆自身が主体となる“生命系の未来社会論”の真髄である。

「菜園家族」社会構想と日本国憲法との内的連関を以上のように捉えている点に留意し、

この長編連載を吟味しつつお読みいただくとともに、この 21世紀未来構想の根底にある思

想および理論、そしてめざすべき未来社会像とそこに到達する道筋について、深めていた

だければ幸いである。

わが国おいて、日本国憲法の「平和主義」、「基本的人権（生存権を含む）の尊重」、「主権

在民」の三原則の精神を誠実に具現化することは、とりもなおさず、「菜園家族」基調の自

然循環型共生社会の創出そのものなのであり、それは、小国主義とその新しい社会の「未

発の可能性」の種子を、旧態依然たる「東アジア世界」の一角に位置する日本列島にしっ

かり着床させ、成長を促していくことでもある。

そのためには、国際的には非武装・不戦・平和、非同盟・中立の主権不可侵、相互尊重

を遵守し、あくまでも自給自足度の高い自律的な国民経済を前提に、各国それぞれの自然

的、歴史的、社会的、文化的諸条件を十分に考慮し、社会的安定性と持続的な経済のあり

方を可能にする、相互補完、平等互恵を旨とする、秩序ある理性的な調整貿易の確立が不

可欠の大前提条件となる。

こうして、わが国における日本国憲法究極の具現化は、一国の問題にとどまらず、まさ

に「東アジア世界」自体の胎内に、草の根の民衆による、真の東アジア民衆連帯の萌芽が

胚胎することにもつながっていくのである。

こうした国際的環境のもとで日本が生まれ変わった時はじめて、東アジア民衆の模範と

なるべきまさに小国主義日本を「東アジア世界」の一角に構築したことになる。

これこそが、東アジアの民衆に圧倒的支持と共感をもって迎えられる唯一の道ではない

だろうか。まさにここから、東アジア各国、各地域の民衆とのまことの連帯がはじまるの

である。

「東アジア世界」の東端の日本列島に芽生えたこの小さな芽が見事に育ち、やがて立派

に成長していくならば、それは、わが国からさらにこの東アジア地域世界の各地へと広が

り、色とりどりの花を咲かせていくことであろう。

その時はじめて、「東アジア世界」に特有の冊封体制による伝統的権力支配の古くて分厚

い殻は打ち砕かれ、近代・現代の資本主義的規制の下での展開を含め、長きにわたる歴史

の中で、幾重もの支配権力に蹂躙されてきたこれまでの古い「東アジア世界」から解き放

たれ、草の根の民衆による、民衆のための新たな理念をめざす「東アジア世界」へと生ま

れ変わっていくにちがいない。

まさに世界に誇る日本国憲法、究極の具現化 ――新生「菜園家族」日本が、大地に根ざ

した素朴で精神性豊かな、いのち輝く自然循環型共生の 21世紀「東アジア世界」の構築に

先鞭をつけることになる。
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その時、この壮大な自律的民衆運動の原動力の役割を果たす、21 世紀“生命系の未来社

会論”具現化の道としての「菜園家族」社会構想の理念は、わが国一国の問題にとどまら

ず、いよいよ「東アジア世界」の全域へと波及し、連動していくのである。

こうしてこの理念は、世界史的にも意義のある、この崇高な使命を果たしていくことに

なるであろう。

その意味において、21 世紀“生命系の未来社会論”で提起される問題の核心は、ひとり

わが国に限らず、海図なきこの時代、不条理と生活苦に喘ぎ、欺瞞に翻弄され、憎しみと

戦争の脅威に絶えず晒されてきた東アジア、そして世界のすべての民衆にとって、避ける

ことのできない共通の課題となるであろう。

人類の目指す終点は

遙か遠い未来である。

それでも、それをどう描くかによって

明日からの生き方は決まってくる。

【日本国憲法の要諦再読】

この際、もう一度、日本国憲法を再読し、じっくり考えてみたい。

以下に要諦を抜粋し掲載する。

――― ＊ ＊ ―――

日本国憲法（1946年 11月３日公布、1947年５月３日施行）―要諦―

前文

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの

子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢

を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、

ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の

厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこ

れを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法

は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を

排除する。

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚す

るのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持

しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に

除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、

全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有するこ

とを確認する。
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われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないので

あつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を

維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを

誓ふ。

第二章 戦争の放棄

第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる

戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久に

これを放棄する。

２ 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦

権は、これを認めない。

第三章 国民の権利及び義務

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障す

る基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へら

れる。

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民

の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重

を必要とする。

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門

地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現に

これを有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。

第二十条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から

特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。

第二十三条 学問の自由は、これを保障する。
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第二十四条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを

基本として、相互の協力により、維持されなければならない。

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその

他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定され

なければならない。

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。

第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教

育を受ける権利を有する。

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさ

せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。

第二十七条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。

３ 児童は、これを酷使してはならない。

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを

保障する。

第六章 司法

第八十一条 最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしない

かを決定する権限を有する終審裁判所である。

第十章 最高法規

第九十七条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得

の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民

に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅及

び国務に関するその他の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。

２ 日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必

要とする。

第九十九条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法

を尊重し擁護する義務を負ふ。

――― ◇ ◇ ―――
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